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持続的発展のための地方行政強化 国別研修

マリ北部・中部における紛争及び食料不安状況下の避難民と受入コミュニティに対す
る食料・栄養支援

備考

経済社会開発計画 無償

2018
支援額

（億円）

3.50

経済社会開発計画 無償

新たな脅威に直面する治安維持機関の
能力強化を支援することを通じ，マリ
政府の統治能力の改善を図るととも
に，同国全土での治安の回復に寄与す
る。また，一連の危機を通じて失墜し
た行政への信頼を回復し，もって平和
の定着を図るべく，基礎的な行政サー
ビスの機能強化を支援する。

国家行政，地方行政，治安分野の課題別研修 課題別研修他

マルチ

国際機関への支援を通じ，マリ北部及
び中部において緊急・人道支援を実施
するとともに，治安回復・治安維持の
ための支援を行う。

紛争被災者，若年層雇用，社会の結束支援及び国境管理強化を通じたマリの平和と
安定強化

マルチ

年度 年度 年度 年度

2019

【国別開発協力方針】　別紙

重点分野１
（中目標）

【現状と課題】
マリは，サヘル地域７か国と国境を接する地理条件にあり，その平和と安定は地域全体の平和と安定にとっても重要
である。同国は2012年以降，国家分裂の危機に晒されたが，国際社会の調停を経て「アルジェ包括的和平協議にかか
る和平・和解合意」が署名され，国家再建に一定の方向性が示された。同合意を踏まえた国家開発計画文書「経済再
生及び持続的開発のための戦略枠組み（CREDD，2016－2018）」においては，平和と安定は国家開発の前提条件の一
つと位置づけられた。特に，治安維持機関を含む行政機関の能力強化は，平和構築の観点からも喫緊の課題である。

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム

開発課題１－１
（小目標）

治安維持機関を含
む行政機関能力強

化

平和と安定プログ
ラム

2020

平成27年度
治安対策機材

年度
以前

年度

1.70

対マリ共和国　事業展開計画

【開発課題への対応方針】
テロや密輸など，新たな脅威に直面する警察を含む治安維持機関へのソフト及びハード面で
の能力強化を支援する。支援の実施に当たっては，国際社会との情報共有を緊密にするとと
もに，治安状況も考慮しつつ，国連PKOミッションや国連諸機関との連携を重視する。行政
機関の能力強化への支援は，北部及び中部を含む全土を対象とし，バマコを中心に研修等の
案件を実施する。

実施期間

2023

　　「平和と安定」及び「持続的成長の支援」

行政機関の強化

20222021

基本方針
（大目標）

5.00

国際移住機関
（IOM）

国連世界食糧計画
（WFP）

平成30年度
治安対策機材

平成28年度
治安対策機材

2.80

仏語圏アフリカ刑事司法研修 国別研修

国別研修

現地国内研修

経済社会開発計画 無償 3.50

ODAアドバイザー

国家警察能力強化

持続的発展のための行政人材育成プロジェクト

個別専門家
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食糧援助 食糧援助

中断案件，
再開時期未定

年度 年度 年度

中断案件，
再開時期未定

バマコ特別区技術・職業教育校機材整備計画協力準備調査

職業技術訓練センター指導員能力強化 第三国研修

協準

農業，職業訓練分野等の課題別研修 課題別研修他

アフリカの若者のための産業人材育成イニシアティブ（ABEイニシアティブ） 国別研修

農業政策アドバイザー 個別専門家

シカソ州稲作開発プロジェクト 技プロ

重点分野３
（中目標）

経済再生

開発課題３－１
（小目標）

経済再生

【現状と課題】
マリの産業構造は，天候や国際価格に左右され易い零細農業及び鉱業が中心である。産業の多角化も進んでいないこ
とから，その経済基盤は極めて脆弱で，所得水準は長期に亘り停滞している。政府は，「包括的且つ持続的な経済成
長」をCREDDの優先課題の一つと位置づけ，特に農村開発と食料安全保障を優先取組課題として位置づけている。同
国が中・長期的に持続的成長を達成するためには，主要産業である農業のてこ入れが，雇用創出及び食料安全保障の
観点からも重要である。

【開発課題への対応方針】
マリが中・長期にわたり安定し，持続的な成長を実現するためには，経済活動の活性化が不
可欠である。労働人口の約8割が従事する農業セクターは，開発ポテンシャルの高い同国の
主要産業であることを踏まえつつ，持続可能な成長をもたらす産業および産業人材の育成に
貢献する。

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考2018 2019 2020 2021 2022 2023

年度
以前

年度 年度

経済再生プログラ
ム

マリの主要産業である農業を中心に，
持続可能な成長や雇用創出をもたらす
産業および産業人材の育成を支援す
る。

平成29年度

10.11

重点分野２
（中目標）

基礎社会サービスへのアクセス改善

【現状と課題】
2012年以降の一連の危機後，マリ政府は国家再建に取り組んでいる。和平合意の履行等を通じた政治・治安上の課題
対策に加え，従来の脆弱性（貧困，地域格差，若年層の失業など）を着実に克服することも，同国に平和が定着する
上で重要である。同国政府は，CREDDにおいて「基礎社会サービスへのアクセス」を優先課題の一つに掲げており，
マリ全土における基礎的社会サービスの質の向上及びアクセスの改善への対応が必要となっている。

【開発課題への対応方針】
行政側の能力強化と並行し，人間の安全保障の観点から，マリ国民の生活環境の改善等に寄
与する支援を実施する。CREDDの優先課題に教育や保健が含まれたこと及び我が国の活用可
能なリソースやこれまでの我が国による対マリ支援実績を踏まえつつ，対象分野をニーズに
応じて柔軟に選択する。また，地理的（治安的）制約を考慮し，効果的かつ実施可能なアプ
ローチを模索する。

協力プログラム名 協力プログラム概要 案件名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
備考

年度
以前

年度 年度 年度 年度 年度

開発課題２－１
（小目標）

基礎社会サービス
へのアクセス改善

4.70

学校運営委員会支援プロジェクトフェーズ２ 技プロ

教育，保健分野の課題別研修 課題別研修他
基礎社会サービス
向上プログラム

基礎社会サービスへのアクセスを改善
する支援を行う。支援の実施に当たっ
ては，マリ政府の優先課題や我が国の
活用可能リソース，我が国によるこれ
までの支援実績等を考慮する。

第四次小学校建設計画 無償

2018 2019 2020 2021 2022 2023

【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝詳細設計）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力）、「個別専門家」、「個別機材」、「国別研修」、「課題別研修他」（＝課題別研修及び青年研修）、「ＪＯＣＶ」（＝JICA海
外協力隊）、「第三国専門家」、「第三国研修」、「現地国内研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型））、「草の根技協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・ＪＩＣＡ以外の省庁及び独立行政法人等が実施している技術協力）、「民間提案型技
協」（＝開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業）、「無償」（＝以下に特記するサブ・スキームを除く全ての無償資金協力）、「水産無償」（＝水産無償資金協力）、「食糧援助」（＝食糧援助）、「一般文化」（＝一般文化無償資金協力）、「草の根文化」（＝草の根文
化無償資金協力）、「緊急無償」（＝緊急無償資金協力）、「日本ＮＧＯ」（＝日本ＮＧＯ連携無償資金協力）、「草の根無償」（＝草の根・人間の安全保障無償資金協力）、「有償」（＝円借款、海外投融資）、「情報収集調査」（＝基礎情報収集・確認調査）、「マルチ」（＝国際機関等を
通じた多国間協力スキーム）、「基礎調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「基礎調査」）、「案件化調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「案件化調査」）、「普及・実証・ビジネス化事業」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「普及・実証・ビジネス化事業」、実線「――
―」（＝実施期間）、破線「- - - -」（＝実施予定期間）

医療・保健分野の草の根・人間の安全保障無償資金協力

食糧援助 食糧援助

草の根無償

3.20

0.17

平成30年度


